
物件概要

商品概要 信託期間中の手数料等

物件名称 麻布台 TSタワー

住居表示 東京都港区六本木 3丁目 3－ 15

地番 東京都港区六本木 3丁目 76番 1、76番 6

交通

東京メトロ南北線「六本木一丁目」駅まで
徒歩 3分
東京メトロ日比谷線、都営地下鉄大江戸線
「六本木」駅まで徒歩 9分

権利 所有権

敷地面積 120.91㎡（登記簿記載）

地目 宅地

道路幅員 東側約 40ｍ、南側約 3ｍ

主要用途 共同住宅（戸数：15戸）

構造
鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根
地下 2階付き 8階建

延床面積 853.22㎡（登記簿記載）

施工年月 2019年 6月

公法上の
制限

都市計画…市街化区域 
用途地域 …商業地域  
建蔽率・容積率 …80％・500％
その他…防火地域

ROPPONGI
RESIDENTIAL

AZABUDAI TS TOWER

麻布台TSタワー
募集概要

想定表面利回り

※税引き前
想定分配利回り

約 2.12％

※ 2 口・1,000万円～
お申込み可能です

※ 2 月及び 8 月

※最長 2 年の
延長期間あり

お申込単位

募集総口数収益分配

募集総額

予定運用期間

約3.16%

10年間

1 口500万円16億円

年2回 320口

税引き前

商品形態 信託受益権

募集総額 1,600,000,000円

募集総口数 320口（1口／ 500万円）

お申込み単位 1口／ 500万円（2口／ 1,000万円～お申込み可能）

お申込み・ご契約・
お振込み期間について

順次受付中
※詳細は別途お問い合わせください

受益権引渡予定 ご契約完了より順次

信託期間 2022年 10月から 10年間
※延長期間あり（最長 2年）

想定年間表面利回り※ 税引き前 約 3.16％

想定年間分配利回り※ 税引き前 約 2.12％

税務上の取り扱い

賃料収入…不動産所得 
売却代金…譲渡所得 
相続・贈与…信託不動産の相続税評価
※税務上の取り扱いの詳細についてはご自身の顧問税理士へお問い合わせください。

換金

途中解約はできません
本商品は、原則として中途解約不可の金融商品でございます。
その他、信託受益権に係る市場が発達していないなど流動性が低く、本信託受益権
について想定した時期及び想定した価額において処分できないリスクがあります。
必ず最終的な信託期間満了まで利用する予定のない余裕資金でご購入ください。

信託決算 年 2回（12月及び 6月）

分配日 年 2（2月及び 8月）

※現時点での賃料ベースに基づく目標・満室想定利回りであり、今後の事業状況、賃料水準、諸費用の変動により
事業収支及び損益等が変動しますので、将来にわたり収入・支出及び利回り等が確定しているものではなく、将来
の運用成果を保証するものではありません。

皇　居

住友不動産
六本木グランドタワー

東京スカイツリー

麻布台・虎ノ門開発エリア

東京タワー

虎ノ門ヒルズ

アークヒルズ
仙石山森タワー

現　地

麻布台 TS タワー
AZABUDAI TS TOWER

六本木レジデンシャル

虎ノ門ヒルズ ビジネスタワー

虎ノ門ヒルズ 森タワー

愛宕グリーンヒルズ

新虎通り CORE

虎ノ門ヒルズ
レジデンシャルタワー

（仮称）虎ノ門ヒルズ
ステーションタワー

虎ノ門・
麻布台プロジェクト

アークヒルズ
仙石山森タワー

アークヒルズ
サウスタワー

アークヒルズ
アーク森ビル

六本木五丁目
プロジェクト

六本木ヒルズ

虎ノ門ヒルズエリア

アークヒルズ
エリア

六本木ヒルズエリア

国立競技場

国立競技場駅

麻布十番駅
桜田通り

都心環状線

六本木駅
神谷町駅

乃木坂駅

六本木一丁目駅

神宮球場

秩父宮ラグビ-場

外苑前駅

青山一丁目駅

赤坂駅
溜池山王駅

国会議事堂前駅

信濃町駅

神宮第二球場

外苑東通り

青山通り

赤坂見附駅

永田町駅

浜松町駅

大門駅

御成門駅

第一京浜

海岸通り
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か
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汐留駅

外堀通り

虎ノ門ヒルズ駅

内幸町駅

新橋駅

新橋駅

虎ノ門駅

霞ケ関駅
日比谷駅

有楽町駅

銀座駅

桜田門駅

二重橋前駅

有楽町駅

六本木
レジデンシャル
AZABUDAI TS TOWER

「六本木一丁目」駅まで徒歩 3分
東京メトロ南北線

「六本木」駅まで徒歩 9分

東京メトロ日比谷線、都営地下鉄大江戸線

2023 年には新たな街が誕生する
大規模な再開発が進むエリア

進行中の開発プロジェクト
既存の開発プロジェクト

項　目 金　額

信託報酬 賃料・共益費× 4.0％

指図権者報酬 年間 1,200,000円

受益者代理人報酬 年間 480,000円

キャッシュマネジメント報酬 年間 1,200,000円

期中基本報酬（全体）
※金額はすべて消費税別途。

項　目 金　額

信託不動産一括売却時の事務報酬 不動産売買価格の 1％

信託不動産一括売却時の成功報酬 売却益の 10%

不動産売却時の信託報酬 不動産売買価格の 1％

受託者変更時の信託報酬 3,000,000円

信託終了時の信託報酬 2,000,000円

報酬項目 金　額

相続手続時の事務報酬 1件につき　50,000円

贈与手続時の事務報酬 受贈者 1人につき　50,000円

売買時の事務報酬 買主 1人につき　100,000円

費用項目 金　額

登録免許税（受益者変更） 4,000円

謄本取得費用 2,000円

印紙税 200円

確定日付取得費用 700円

登記費用 22,000円

合計（見込み） 28,900円

受益者 1人当たりの
実費負担額です。

…

不動産売却時の報酬（全体）

相続・贈与・売買時の報酬及び費用

六本木レジデンシャル　信託受益権



①不動産市況の変動による元本欠損リスク

元本（本信託受益権売買契約における売買代金をいいます）価格は、不動産価格や賃料等不動産市況の変動により、減少する場合があります。な
お、不動産は、地域性、個別性が強いため、広域的な地価、賃料変動率と当該不動産の変動率がリンクしない場合もあります。
②信託不動産の処分時の処分価格に関するリスク

上記①記載の不動産市況変動や信託不動産の個別性等により、処分時の処分価格が想定より変動し、元本欠損される場合があり、追加資金拠出の
心要が生じることがあります。
③稼動状況、賃料水準、金利、諸費用の変動に関するリスク

信託不動産の稼働状況（空室率）、賃料水準（周辺相場によるもの及び信託不動産固有の原因によるものを含む）の変動、金利変動、賃貸事業の
必要経費の変動によっては、信託収益の減少、元本欠損または空室のクリーニング、改装、信託報酬・信託関連費用等による追加資金拠出の必要
が生じることがあります。

①入居者の信用状況の変化（賃料不払等）に 関するリスク

信託不動産の入居者の信用状況の変化によっては、賃料の不払いなどが生じ、それによって信託収益の減少、元本欠損または賃借人の賃料不払い
による賃料回収費用等の追加資金拠出の必要が生じることがあります。
②マスターリース会社の信用状況の変化に関するリスク

信託不動産のマスターリース会社の信用状況により、信託収益の減少、元本欠損またはマスターリース会社の破綻、変更等による追加資金拠出の
必要が生じることがあります。
③プロパティ・マネジメント会社に係るリスク

信託不動産の管理についてはプロパティ・マネジメント会社に委託しておりますが、プロパティ・マネジメント会社の能力、業務の状況、信用状
況の変化により、信託不動産の管理に悪影響を生じ、これにより本信託受益権の収益等に影響が及ぶ可能性があります。
④建物の売主の信用状況の変化に関するリスク

信託建物に瑕疵（契約不適合）が発見された場合の求償先としての建物の売主の信用状況の変化により、信託収益の減少、元本欠損または追加資
金拠出の必要が生じることがあります。
⑤委託者に係るリスク

不動産管理処分信託契約の委託者が破産手続、民事再生手続その他の倒産手続の対象となった場合には、信託不動産の信託譲渡または本信託受益
権の譲渡が真正なる譲渡ではなく譲渡担保その他の担保設定であると評価され、倒産手続の制約を受ける可能性があります。
⑥指図権者に係るリスク

不動産管理処分信託契約では、委託者がその一切の指図権の行使を指図権者に委託しております。指図権者の能力、業務の状況、信用状況の変化
により、従前通りの水準による業務の継続が困難となって、本信託受益権の収益等に影響が及ぶ可能性があります。
⑦受託者に係るリスク

不動産管理処分信託契約の受託者が破産手続、会社更生手続、民事再生手続その他の倒産手続に帰属するかどうかに関して、信託法に規定が設け
られており、また、破産法において、信託財産の破産に関する規定が設けられています。信託財産が受託者の破産財団又は更生会社の財産その他
受託者の固有財産に帰属するリスクがあります。このようなリスクを排除するため、信託された不動産に信託登記をすることによって対抗要件を
具備しています。受託者が信託法、信託業法または信託契約に違反する行為を行ったときには、信託配当もしくは信託元本交付に影響を及ぼす可
能性があります。
⑧受益者代理人に係るリスク

不動産管理処分信託契約では、受益者に関して受益者代理人を置くこととしております。受益者代理人の能力、業務の状況により、事務手続きが
滞るリスクがあります。また、受益者代理人について解散、破産手続の開始等の事由が生じ、受益者代理人が欠けることとなった場合、新たな受
益者代理人が選任されるまでの間、不動産管理処分信託契約において受益者代理人の行為を要する手続が滞る可能性があります。

価格変動リスク

信用状況の変化に関するリスク

①不動産税制変更による収益変動リスク

信託不動産に適用される税制（固定資産税、都市計画税など）の変更による信託収益の減少、元本欠損または増税等による追加資金拠出の必要が
生じることがあります。
②相続・贈与に係る税制 変更によるリスク

信託不動産の相続財産評価額及び信託の仕組みを通じた効果については、外部税理士の見解を得ておりますが、これらの解釈について異なった見

その他のリスク

本商品のリスクについて

株式会社エイブル信託

〒 107-0051 東京都港区元赤坂 1-5-5   元赤坂 SFビル

TEL：03-6864-0063

解がなされた場合、あるいは信託期間中に相続・贈与に係る税制が変更され、信託不動産の評価額の計算方法が変更される等の場合には、当初想
定よりも相続税額や贈与税額が増える可能性があります。
③不動産の滅失・毀損・劣化に関するリスク

信託不動産の滅失・毀損・劣化に起因して、信託収益の減少、元本欠損または滅失・毀損・劣化による再建築・修復費等の追加資金拠出の必要が
生じることがあります。なお、建物については、経年による劣化（税法上の減価償却相当）等のリスクがあります。
④不動産の瑕疵に関するリスク

信託不動産の瑕疵に起因して、信託収益の減少、元本欠損または瑕疵の修復費等の追加資金拠出の必要が生じることがあります。
⑤不動産の土壌汚染に関するリスク

信託不動産に土壌汚染が判明した場合、元本欠損または浄化費用等による追加資金拠出の必要が生じることがあります。
⑥不動産の現物交付に関するリスク

信託の終了時において、信託不動産の換価処分が著しく困難である場合、その他やむを得ない事由がある場合は、受託者は、不動産管理処分信託
契約に従い、最終償還金の支払いではなく、信託財産を各受益者に現状有姿で交付する場合があります。この場合、信託不動産の共有持分を取得
することになります。
⑦流動性リスク

本信託受益権は、その譲渡に受託者の承認を要し、不動産管理処分信託契約に規定がある場合を除き、不動産管理処分信託契約を解除 ( 中途解約 )
することはできません。その他、信託受益権に係る市場が発達していないなど流動性が低く、本信託受益権について想定した時期及び想定した価
額において処分できないリスクがあります。
指図権の行使については、指図権者が指図権の行使を行うこととされており、個々の受益者は、信託不動産の売却処分に関する指図を受託者に対
し行うことはできず、自らの指図に基づき信託不動産を換価等することはできません（但し、指図権者等は、信託不動産の売却処分に関する指図
を行う場合、全ての受益者に対して、指図案及び当該指図案について書面により異議を述べることができる期間を書面により通知の上、全受益者
の議決権の過半数の賛成を得た場合に限り、当該指図案に従った指図を行います。なお、受益者が異議を述べることができる期間内に異議を述べ
なかった場合には、当該受益者は指図案に賛成したものとみなされます）。
また、受託者は、不動産管理処分信託契約に基づく信託の開始後 5 年を経過するまでは、原則として指図権者の売却処分に関する指図に応じない
ものとされています。
⑧法令の変更リスク

将来的に環境保護を目的とする法令等が制定・施行され、過失の有無に関わらず、信託不動産につき大気、土壌、地下水等の汚染に係る調査義務、
除去義務、損害賠償義務等が課される可能性があります。また、消防法その他不動産の管理に関する関係法令の改正等により、管理費用等が増加
する可能性があります。
更に、建築基準法・都市計画法の改正、新たな立法、収用、再開発、区画整理等の行政行為、その他一般法令の変更等により信託不動産に関する
権利が制限される可能性があります。これらの結果、信託財産元本に欠損が生じるほか、受益者が負担する費用額、損害賠償額次第では元本を上
回る損失が発生する可能性があります。

【信託業免許】

金監第 1302 号

【宅地建物取引業】

届出番号第 25 号

【加入協会】

一般社団法人信託協会

公益社団法人 東京都宅地建物取引業協会

02308

abadmin
スタンプ


